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第35期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第35期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主総会関連」を選択

いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「アル

チザネットワークス」又は「コード」に当社証券コード「6778」を入力・検索

し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある

「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日のご出席に代えて、インターネット又は書面（郵送）によって議決

権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう

え、2025年10月23日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいま

すようお願い申し上げます。
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１．日 時 2025年10月24日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都立川市曙町二丁目14番16号

ホテルエミシア東京立川　４階　カルログランデ

（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第35期（2024年８月１日から2025年７月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会

　　の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第35期（2024年８月１日から2025年７月31日まで）

　　計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 会計監査人選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）に

アクセスしていただき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に

表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案

内に従って、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］

　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限まで

に到着するようご返送ください。

敬　具
記

⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に

対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いい

たします。

⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議

決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到

着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り

扱いいたします。

⑷代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を

代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面

のご提出が必要となりますのでご了承ください。

以　上

－ 2 －



・当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証

ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

・本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載し

た書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令

及び当社定款第18条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

　　① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

　　② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

　　③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

　したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査

人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であり

ます。

【株主総会の運営及び決議通知についてのご案内】

・今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合には、インターネット上の当社

ウェブサイト（アドレス　https://www.artiza.co.jp/）において変更後の事項をお知らせい

たしますので、適宜ご確認くださいますようお願い申し上げます。

・資源使用量節減のため、本定時株主総会終了後の決議通知の発送を行わず、インターネット上

の当社ウェブサイトに掲載させていただく予定ですので、ご理解のほどお願い申し上げます。
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議決権行使についてのご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださ
いますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権

を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示のうえ、ご

返送ください。

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年10月24日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

2025年10月23日（木曜日）

午後５時30分到着分まで

2025年10月23日（木曜日）

午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・３号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。※議決権行使書用紙はイメージです。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない

場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。インターネットによりにより複数回、

議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。イ

ンターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インター

ネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決

権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お
手数ですがPC向けサイトへアクセスし、議決権
行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パ
スワード」を入力してログイン、再度議決権行
使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向
けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコード
を読み取ってください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使
コード」
を入力

「次へ」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用
になる新しい
パスワードを
設定してくだ
さい

「登録」をクリック

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

 0120-768-524
（受付時間　年末年始を除く9:00～21:00）
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)
事　業　報　告

１. 企業集団の現況
(1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　国内環境は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の増加が景気を下支

えし日本経済は緩やかな回復基調にあるものの、2025年に入って実質GDPが一

時的にマイナス成長に転じるなど、不確実性が高まっています。また、いまだ

に燻る中東情勢の緊迫化やウクライナ情勢の長期化など不安定な国際情勢によ

る地政学リスクの影響に加え、米国の関税政策が世界経済に与える「関税ショ

ック」という新たな懸念も浮かび上がってきました。

　このような状況のなか、移動体通信分野では、世界各国で第5世代移動通信

方式（5G）の商用サービスが開始され、移動体通信の高速化・大容量化、サー

ビス品質の向上に向けての研究開発及び設備投資が継続し、国内においても

2020年３月から5Gの商用サービスが開始され、契約数の順調な拡大に伴い基地

局数も増加、5Gサービスの拡大と更なる進化に向けた研究開発及び設備投資が

継続的に行われておりました。2024年9月末時点で、国内の5G契約数は1億229

万件に達し、初めて1億件を突破しました。これは5Gが一部の先進的な利用者

だけでなく、一般消費者にも広く浸透し始めたことを示しています。しかし、

ユーザーからの最初の期待とは異なり、5Gはコンシューマー向け市場で、爆発

的な新たな収益源となるような「キラーサービス」を未だ生み出せておらず、

初期に提唱されたマルチアングル視聴、高精細映像伝送、AR/VR体験といった

サービスは、技術的には魅力的でしたが、消費者の日常的な利用習慣を大きく

変えるには至らず、限定的な利用にとどまっています。

　今後は、自動車を始めとする様々な分野での5G活用に向けた研究開発や、非

地上系ネットワーク（Non-Terrestrial　Network）衛星などを用いた通信サー

ビスが相次いで始まっており、通信事業者におきましては、固定網・移動網の

融合による高品質なネットワークの実現などに向けた取り組みが進み、クラウ

ドサービスや5Gサービスの拡大に加え、AI、量子コンピューティングなどの技

術が急速に進展しています。ネットワークとAI、量子コンピューティングの融

合が、ネットワーク自体をコストセンターから新たな収益源へと転換させる可

能性を秘めています。

　一方で、高度化するサイバー攻撃に対する情報セキュリティ強化や、環境保

護への貢献も求められています。また、モバイルネットワークの最適化、ネッ

トワークによる消費電力の削減など、AIを活用した通信プラットフォームの創

出を目指す「AI-RANアライアンス」が設立されるなど、今後の展開が注目され

ております。これらの技術や新サービスの導入に伴い、研究開発投資や設備投

資の需要が引き続き見込まれる一方で、通信事業者間の加入者獲得競争等によ

るサービスの低価格傾向は継続しており、2025年度以降も各社の設備投資額の

減少傾向は続くことが予想されますが、通信業界全体の投資意欲に関しまして

は国内外の政治経済の状況を見極めつつ、選別的な姿勢が継続されるものと予
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セグメント部門 金額（百万円）
構成比
（％）

前期比
（％）

物 販 1,426 53.2 △14.9

サ ー ビ ス 1,254 46.8 9.6

合 計 2,680 100.0 △4.9

想されます。

　このような状況の中、当社グループでは、主に以下の営業、マーケティング

及び研究開発活動を行いました。

(ⅰ) 5Gに対応する製品の開発及び販売並びにテストサービスの受託

(ⅱ) 4Gに対応する製品の保守及びテストサービスの受託

(ⅲ) 欧州、北米、韓国、インド等の海外市場における5G対応製品の市場開拓

及び販売

(ⅳ) 次世代ネットワーク及びネットワーク・セキュリティ等に対応した製品

開発及び商材開拓並びに販売

(ⅴ) ローカル5G等の通信分野における新事業に向けたマーケティング活動等

　その結果、当連結会計年度におけるセグメント別の経営成績は以下のとおり

となりました。

（物販）売上高1,426百万円（前期比14.9％減）

　当セグメントの売上高につきましては、当連結会計年度におきましても、前

期より続く顧客新規投資の減速の影響を受けておりますが、国内向け販売が想

定を下回り、海外事業も提案はするものの、期中の受注に至らず翌期以降へ延

期した案件が多く、予想を下回る結果となりました。

　セグメント損益につきましては、255百万円の営業損失（前期は86百万円の

営業損失）となりました。主に国内売上減収の影響により、営業損失が前期よ

り拡大しました。

（サービス）売上高1,254百万円（前期比9.6％増）

　当セグメントの売上高につきましては、当社が培ってきたモバイル通信の技

術をベースにテストサービスの受託や保守サービスの獲得及び新分野における

付加価値の高いサービスを提供し、前期比で増加となりました。

　セグメント損益につきましては、固定費削減の効果もあり、371百万円の営

業利益（前期比211.9％増）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度におきましては、売上高2,680百万円（前期比

4.9％減）と減収となったものの、固定費の削減による収益性の改善が進んだ

ことにより、営業利益116百万円（前期比256.5％増）と大幅に増益となりまし

た。経常利益につきましては、この本業における収益拡大に加え、当期におい

て資金の効率的な運用を図るべく取得した安全性の高い国債及び社債から有価

証券利息を計上したことなども寄与し、247百万円（前期比443.1％増）となり

ました。この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は133百万円（前期は143

百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となり、黒字転換を果たしており

ます。

　セグメント部門別売上高
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② 設備投資の状況

　当連結会計年度におきましては、サービス事業において、開発用計測機器等

に50百万円等、総額50百万円の設備投資を実施いたしました。

③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。

④ 重要な組織再編等の状況

　該当事項はありません。

区分
第32期

(2022年７月期)

第33期

(2023年７月期)

第34期

(2024年７月期)

第35期

(当連結会計年度)

(2025年７月期)

売上高 (百万円) 4,542 4,113 2,819 2,680

経常利益 (百万円) 1,473 431 45 247

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損(△)

(百万円) 1,097 119 △143 133

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

(△)

(円) 118.33 12.94 △15.69 14.83

総資産 (百万円) 10,504 9,731 8,924 8,399

純資産 (百万円) 7,617 7,409 6,989 6,560

１株当たり純資産額 (円) 821.64 811.51 765.51 747.25

区分
第32期

(2022年７月期)

第33期

(2023年７月期)

第34期

(2024年７月期)

第35期

(当事業年度)

(2025年７月期)

売上高 (百万円) 4,542 3,792 2,544 2,385

経常利益 (百万円) 1,493 408 46 215

当期純利益又は当期
純損失(△)

(百万円) 1,117 99 △163 118

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

(△)

(円) 120.54 10.76 △17.94 13.20

総資産 (百万円) 10,404 9,610 8,838 8,297

純資産 (百万円) 7,621 7,398 6,971 6,527

１株当たり純資産額 (円) 822.09 810.24 763.45 743.44

(2) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

② 当社の財産及び損益の状況の推移
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会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

株式会社シー・ツー・エム 10百万円 100％
情報通信システム及びネットワー
クにおける保守・運用・監視サー
ビス等

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

　通信サービス及び通信機器関連市場は、中長期的には拡大していくことが見込

まれておりますが、短期的には国内外の政治経済の情勢や景気の動向に左右され

ることに加え、通信業界の競争の激化に伴う設備投資、研究開発投資の選別的な

姿勢が継続することが予想されます。

　上記の事業環境を前提に、更なる成長を目指していくため、以下の経営課題に

取り組んでまいります。

① 次世代移動体通信技術への対応

　当社グループの中心事業である通信テストソリューション分野では、通信規

格の世代交代が行われる際に、競争状況に大きな変化が見られることが一般的

であると思われます。国内及び海外の移動体通信業界では、第5世代移動通信

方式（5G）の商用サービスが開始され、移動体通信の高速化・大容量化、サー

ビス品質の向上に向けての研究開発及び設備投資が継続しております。

　また、5Gの基地局市場では現在、無線アクセスネットワーク（RAN）のオー

プン化に取り組むO-RANアライアンスによる活動が行われております。これま

で各メーカー独自仕様のインタフェースで構成されていた基地局装置に対して

O-RANの標準仕様を適用することで、マルチベンダー化による柔軟なRANの構築

が可能となるため、世界各国の通信事業者によるO-RAN導入の検討が注目され

ており、当社もこの分野にて研究開発を進めております。

　さらには6Gに向けた検討も進んでいくものと思われ、これらの次世代移動体

通信技術への対応を極めて重要な経営課題と認識し、新製品の開発及び商材開

拓並びに専用のテスト環境を整え、株式会社シー・ツ―・エムを加えたテスト

サービスによる販路拡大に関して、積極的に取り組んでまいります。

② 海外事業の展開
　海外事業の成否は、当社グループの中期的な成長において、重要な経営課題

と考えております。特に開発及びサポート体制の整備・拡充への対応は、海外

事業において新規顧客を獲得し販路を拡大していく上で非常に重要であり、5G

の国内市場において実績のある当社グループの製品及びテストサービスを、今

後も成長の続くインドや中東などのアジア市場や欧米市場を中心に積極的に展

開してまいります。
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③ 次世代ネットワーク分野のソリューション提案力の向上

　収益の大半を移動体通信分野に依存している当社グループにとって、移動体

通信分野以外の市場での競争力向上は、収益源の安定化とともに、中期的な事

業基盤の強化を図る上で、欠かせない経営課題と考えられます。従前から取り

組んでいる次世代ネットワークソリューションの製品開発及び販売並びに保守

サービスに加え、次世代ネットワーク及びネットワーク・セキュリティ等に対

応した、社会インフラ及び産業向け等の幅広い分野に向けたネットワーク関連

製品の開発及び商材開拓並びに販売を積極的に展開し、ソリューション提案力

の更なる向上に取り組んでまいります。

　固定通信分野では、データトラフィックが急速に増加していることに加え、

企業活動におけるテレワークの推進やクラウドサービスの高度化も急速に進ん

でおり、IOWN（アイオン：Innovative Optical & Wireless Network）の研究

開発も始まりました。急増する多種多様な通信トラフィックに柔軟に対応する

ため、ネットワークの負荷低減に向けた投資や、ネットワーク処理のソフトウ

エア化等を急速に進めながら、通信インフラの更なる高速化・大容量化を推進

しております。

④ 通信分野における新事業の展開

　当社グループは、移動体、固定等の通信分野におけるテスト機器を主要な事

業領域としてまいりました。当社グループの中期的な成長を継続、促進してい

くためには、当社グループの中核的な能力(コア・コンピタンス)を強く意識し

た上での新規事業への取り組みが重要な経営課題であると考えております。今

後は通信インフラ機器市場への参入、ネットワークの仮想化技術に対応した製

品開発など、積極的に新規事業の開発に取り組んでまいります。

⑤ サービス事業の展開

　当社が培ってきたテスト機器の開発やモバイル通信の技術をベースに、品質

保証・テストを軸としたテストサービスの受託やテスト施設の提供、保守サー

ビスの獲得及びコンサルティングなどで他社との差別化を図り、新分野におけ

る付加価値の高いサービスを提供してまいります。

　既存事業の拡大と新規事業の創出に取り組むことで、収益の柱として業績に

貢献できるビジネスへと成長させるべく、積極的に取り組んでまいります。

⑥ 内部管理体制の強化
　当社グループは、事業・業績の拡大と企業価値を向上させるために、効率的

なオペレーション体制を構築しながら、内部管理体制を強化していくことが重

要な課題であると認識し、内部統制及びコンプライアンス体制の充実・強化を

図ってまいります。
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事業区分 事業内容

物販

移動体通信分野において「プロトコル・シミュレータ」と呼ばれる

通信計測機及び保守管理機器等の開発・販売を行っており、当社製

品等は、通信インフラ機器の信頼性及び開発効率を向上させる目的

で使用されております。また、固定通信分野において「パケットキ

ャプチャ」と呼ばれるネットワーク監視装置、「ネットワークセキ

ュリティ」に関連する製品等の開発及び販売並びに商材開拓を行っ

ており、当社製品は、通信ネットワークの品質及び信頼性を向上さ

せる目的で使用されております。

サービス

移動体通信分野において「プロトコル・シミュレータ」と呼ばれる

通信計測機及び保守管理機器等のテストサービス等を行っており、

当社サービスは、通信インフラ機器の信頼性及び開発効率を向上さ

せる目的で使用されております。また、子会社は主に情報通信シス

テム及びネットワークにおける保守・運用・監視サービス等の業務

を行っております。

(5) 主要な事業内容（2025年７月31日現在）

当社グループは、当社（株式会社アルチザネットワークス）及び子会社（株

式会社シー・ツー・エム）で構成されており、通信計測機等の開発・販売及び

テストサービスを主たる業務としております。

　　当社グループの事業内容は次のとおりであります。

(6) 主要な事業所（2025年７月31日現在）

① 当社
本社 ：東京都立川市

滝沢デベロップメントセンター ：岩手県滝沢市

滝沢テレコムテストセンター ：岩手県滝沢市

② 子会社
株式会社シー・ツー・エム　　本社 ：東京都豊島区
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事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

物販 　　　　　　　　72名 　　　　　　　　　18名減

サービス 　　　　　　　　60名 　　　　　　　　　１名増

全社（共通） 　　　　　　　　29名 　　　　　　　　　５名増

合　　計 　　　　　　　 161名 　　　　　　　　　12名減

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

132名 11名減 39.6歳 8.2年

(7) 使用人の状況（2025年７月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート等の数は含んでおりません。

２．「全社（共通）」として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部

門に所属しているものであります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート等の数は含んでおりません。

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 556百万円

株式会社横浜銀行 272百万円

株式会社三菱UFJ銀行 200百万円

三井住友信託銀行株式会社 100百万円

(8) 主要な借入先の状況（2025年７月31日現在）

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 38,000,000株

(2) 発行済株式の総数 9,562,000株

(3) 単元株式数 100株

(4) 株主数 7,454名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

床次　隆志 1,759,000株 20.04％

有限会社エス・エイチ・マネジメ
ント

800,000株 9.11％

東　政光 130,000株 1.48％

楽天証券株式会社 121,600株 1.39％

THE BANK OF NEW YORK MELLON 
140040

118,200株 1.35％

JPモルガン証券株式会社 97,739株 1.11％

床次　直之 92,200株 1.05％

THE BANK OF NEW YORK MELLON 
140042

72,500株 0.83％

呉　志英 70,000株 0.80％

伊藤　和義 55,700株 0.63％

２. 株式の状況（2025年７月31日現在）

(5) 大株主（上位10名）

（注）１. 持株比率は自己株式（782,470株）を控除して計算しております。

２. 当社は、自己株式782,470株を保有しておりますが、上記大株主から除外してお

ります。

３. 持株比率は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 床 次 隆 志

代表取締役社長執行役員 床 次 直 之

取締役執行役員 永 井 英 樹
管理本部長、株式会社シー・ツー・エム 
取締役

取締役 近 藤 誠 司

取締役 Jacob J. Hsu

常勤監査役 久 米 富 幸 株式会社シー・ツー・エム 監査役

監査役 菅  谷  常三郎

みやこキャピタル株式会社 代表取締役
ぷらっとホーム株式会社 社外取締役
マクニカ・富士エレホールディングス
株式会社 社外取締役

監査役 串 間 和 彦 高千穂交易株式会社 社外取締役

４. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2025年７月31日現在）

（注）１. 取締役Jacob J. Hsu氏は、社外取締役であります。

２. 常勤監査役久米富幸氏及び監査役串間和彦氏は、社外監査役であります。

３. 取締役Jacob J. Hsu氏は、長年にわたって北米を中心に情報通信業界での活動をしてお

り、豊富な経験と幅広い知見を有しております。また、監査役菅谷常三郎氏は、企業経

営において豊富な経験と幅広い知見を有しており、常勤監査役久米富幸氏及び監査役串

間和彦氏は、情報通信関連企業における役員の経験があり、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

４. 当社は、取締役Jacob J. Hsu氏、常勤監査役久米富幸氏、監査役串間和彦氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づく

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりません。

(3) 役員等賠償責任保険（D&O保険）契約の内容の概要

　当社は、当社及び当社の子会社のすべての取締役及び監査役等を被保険者

として、役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。これ

は、被保険者が会社の役員等としての業務につき行った行為（不作為を含

む）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠

償金や争訟費用等を補償するものであります。ただし、贈収賄などの犯罪行

為や意図的に違法行為を行った役員等自身の損害等は補償対象外とすること

により、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じてお

ります。なお、保険料は全額当社が負担しております。
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区 分
報酬等
の総額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
対象となる

役員の員数

基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　　締　　役 77百万円 77百万円 － － ５名

監　　査　　役 16百万円 16百万円 － － ３名

合　　　　　計 93百万円 93百万円 － － ８名

(4) 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

２. 当事業年度末日現在の取締役は５名（うち社外取締役は１名）、監査役は３名

（うち社外監査役は２名）であります。

３. 上記のうち、社外役員（社外取締役及び社外監査役）３名に対する報酬等の額は

19百万円であります。

４. 取締役の金銭報酬の額は、1998年10月28日開催の第８期定時株主総会において、

年額150百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含

まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、５名であります。

５. 監査役の金銭報酬の額は、2000年６月29日開催の臨時株主総会において、年額50

百万円以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数は３

名であります。

役員報酬等の決定に関する方針等

　当社は、2024年10月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容

に係る決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決

議する内容について取締役会に諮問し、答申を受けております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の

内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合

していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりです。

ａ．基本報酬に関する方針

　　　基本報酬は、月例の固定報酬及び賞与とし、役位、職責及び担当職務、各期の

業績とそれに対する貢献度のほか、当社従業員給与及び同業他社の水準や一般統

計情報等に基づく業界全体の水準等を総合的に勘案して算定した個人別の報酬額

を、社外取締役を含む取締役会で審議・検討の上で決定します。

ｂ．報酬等の決定の委任に関する事項

　　　取締役会は、代表取締役会長床次隆志に対し各取締役の固定報酬の額及び賞与

の評価配分の決定を委任しています。委任した理由は、当社全体の業績を勘案し

つつ各取締役の評価を行うには代表取締役会長が適していると判断したためで

す。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に監査役会がその妥当性等

について確認しています。
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区分 氏名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 Jacob J. Hsu

　当事業年度に開催された17回の取締役会すべてに出席

し、主に海外における情報通信、電子機器分野での専門

的な見地から意見を述べ、監督、助言等を行うなど、取

締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するための

適切な役割を果たしております。

監査役 久米　富幸

　当事業年度に開催された17回の取締役会すべてに出席

し、主に情報通信分野における専門的見地から積極的に

意見を述べ、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を

確保するための適切な役割を果たしております。

　また、当事業年度に開催された13回の監査役会すべて

に出席し、主導しております。内部統制及びコンプライ

アンス体制等について適宜、必要な発言を行っておりま

す。

監査役 串間　和彦

　当事業年度に開催された17回の取締役会すべてに出席

し、主に情報通信分野における専門的見地から意見を述

べ、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保する

ための発言を行っております。

　また、当事業年度に開催された13回の監査役会すべて

に出席し、内部統制及びコンプライアンス体制等につい

て適宜、必要な発言を行っております。

ｃ．上記のほか報酬等の決定に関する事項

　　　業績の急激かつ大幅な悪化、不法行為や法令違反等があった場合は、取締役会

の決議に基づき報酬の減額や返還を求めることがあります。

(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　監査役串間和彦氏は、高千穂交易株式会社 社外取締役であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

　③　社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額

　　該当事項はありません。
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支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 36百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

36百万円

 

５. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記

載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会

計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告い

たします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

（注）この事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年７月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他
　

3,935,706

2,726,175

794,593

17,359

168,933

1,848

129,012

13,704

100,964

△16,886

4,464,038

606,243

492,967

18,245

0

62,473

32,557

1,161

433

728

3,856,633

3,555,826

196,409

26,872

77,524
　

流 動 負 債 1,599,228

買 掛 金 136,442

短 期 借 入 金 1,000,000

1年内償還予定の社債 60,000

1年内返済予定の長期借入金 75,118

未 払 法 人 税 等 22,852

賞 与 引 当 金 81,319

そ の 他 223,496

固 定 負 債 240,007

社 債 105,000

長 期 借 入 金 54,000

役員退職慰労引当金 2,700

退職給付に係る負債 23,538

資 産 除 去 債 務 29,279

そ の 他 25,490

負 債 合 計 1,839,235

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,743,929

資 本 金 1,359,350

資 本 剰 余 金 3,128,149

利 益 剰 余 金 2,690,028

自 己 株 式 △433,598

その他の包括利益累計額 △183,421

その他有価証券評価差額金 △182,833

為替換算調整勘定 △587

純 資 産 合 計 6,560,508

資 産 合 計 8,399,744 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,399,744

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,680,911

売 上 原 価 1,024,229

売 上 総 利 益 1,656,681

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,540,618

営 業 利 益 116,062

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 157,531

為 替 差 益 1,035

そ の 他 10,278 168,845

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,953

投 資 事 業 組 合 運 用 損 9,940

支 払 解 決 金 10,925

そ の 他 4,930 37,750

経 常 利 益 247,157

特 別 損 失

減 損 損 失 31,084 31,084

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 216,072

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 31,950

法 人 税 等 調 整 額 51,067 83,018

当 期 純 利 益 133,054

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 133,054

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年７月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

3,699,408

2,515,298

767,469

17,359

168,933

1,848

129,012

43,580

13,704

59,087

△16,886

4,597,811

605,450

483,018

9,405

18,245

0

62,223

32,557

1,161

433

728

3,991,200

3,555,826

141,521

28,880

26,872

193,412

44,687
　

流 動 負 債 1,562,542

買 掛 金 130,541

短 期 借 入 金 1,000,000

1年内償還予定の社債 60,000

1年内返済予定の長期借入金 75,118

リ ー ス 債 務 7,780

未 払 金 24,604

未 払 費 用 51,759

未 払 法 人 税 等 22,834

契 約 負 債 88,186

預 り 金 15,392

賞 与 引 当 金 73,290

そ の 他 13,035

固 定 負 債 207,605

社 債 105,000

長 期 借 入 金 54,000

リ ー ス 債 務 25,490

資 産 除 去 債 務 23,115

負 債 合 計 1,770,148

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,709,904

資 本 金 1,359,350

資 本 剰 余 金 3,128,149

資 本 準 備 金 1,497,450

その他資本剰余金 1,630,699

自己株式処分差益 1,630,699

利 益 剰 余 金 2,656,003

その他利益剰余金 2,656,003

圧 縮 積 立 金 11,651

繰 越 利 益 剰 余 金 2,644,352

自 己 株 式 △433,598

評価・換算差額等 △182,833

その他有価証券評価差額金 △182,833

純 資 産 合 計 6,527,071

資 産 合 計 8,297,220 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,297,220

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,385,482

売 上 原 価 800,675

売 上 総 利 益 1,584,806

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,495,701

営 業 利 益 89,105

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,155

有 価 証 券 利 息 156,267

為 替 差 益 1,035

そ の 他 5,515 163,972

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,953

投 資 事 業 組 合 運 用 損 9,940

支 払 解 決 金 10,925

そ の 他 4,738 37,557

経 常 利 益 215,520

特 別 損 失

減 損 損 失 31,084 31,084

税 引 前 当 期 純 利 益 184,436

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,527

法 人 税 等 調 整 額 53,515 66,042

当 期 純 利 益 118,393

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

2025年9月26日

株式会社アルチザネットワークス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

　  東 京 事 務 所

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 早 稲 田 　 宏

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 渡 辺 規 弘

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社アルチザネットワークスの
2024年8月1日から2025年7月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社アルチザネットワークス及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2025年9月26日

株式会社アルチザネットワークス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

　  東 京 事 務 所

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 早 稲 田 　 宏

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 渡 辺 規 弘

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社アルチザネットワーク

スの2024年8月1日から2025年7月31日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監 査 報 告 書
　当監査役会は、2024年８月１日から2025年７月31日までの第35期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2025年9月29日
株式会社アルチザネットワークス　　監査役会

監査役（常勤） 久 米 富 幸 ㊞

監査役 菅 谷 常 三 郎 ㊞

監査役 串 間 和 彦 ㊞
　
（注）監査役 久米富幸及び串間和彦は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

監査役会の監査報告

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　第35期の期末配当金につきましては、安定的な配当の実施を基本とし、当社

の業績及び経営環境等を勘案いたしまして、経営体質の強化と今後の積極的な

事業展開に備えるため内部留保の充実に留意しつつ、以下のとおりといたした

いと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は175,590,600円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2025年10月27日といたしたいと存じます。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

１

とこ

床

 

　
なみ

次

 

　
たか

隆

 

　
し

志

(1960年８月24日)

1990年12月 当社設立 代表取締役社長

2010年９月 阿基捷（上海）軟件開発有限公司
董事長

2019年10月 当社代表取締役会長（現任）

1,759,000株

　取締役候補者とした理由

床次隆志氏は、当社の創業者であり、代表取締役として長年にわたって当社経営を指
揮し、当社の成長を牽引してまいりました。その豊富な経験と経営に関する知見が当
社の経営に欠かせないものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするもの
であります。

２

とこ

床

 

　
なみ

次

 

　
なお

直

 

　
ゆき

之

(1963年３月13日)

1992年11月 当社入社

2009年９月 当社開発本部長兼品質管理・購買
本部長兼情報システム室長

2009年10月 当社取締役

2016年９月 当社営業本部長

2017年10月 当社取締役執行役員

2018年９月 当社モバイルプロダクト事業本部
長

2019年10月 当社代表取締役社長執行役員（現
任）

2020年11月 当社管理統括本部長

2021年８月 当社品質管理統括本部長

2022年８月 当社事業企画統括本部長

2024年３月 当社管理本部長

92,200株

　取締役候補者とした理由

床次直之氏は、当社のすべての業務に携わり、創業初期より長年にわたって当社の成
長を牽引してまいりました。その豊富な経験と経営に関する知見が当社の経営に欠か
せないものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

第２号議案 取締役５名選任の件

　本総会終結の時をもちまして、取締役全員（５名）が任期満了となります。

　つきましては社外取締役１名を含む取締役５名の選任をお願いするものであ

ります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

３

なが

永

 

　
い

井

 

　
ひで

英

 

　
き

樹

(1981年５月26日)

2005年４月 当社入社

2018年８月　当社営業本部サービスソリューシ
ョン部長

2020年10月 当社執行役員

2020年11月　当社モバイルプロダクト事業本部
長

2021年８月　当社サービス事業本部長兼品質管
理本部長

2022年２月　当社品質管理統括本部長

2022年５月　当社ネットワークプロダクト事業
本部長

2022年８月　当社事業統括本部長

2022年９月　株式会社シー・ツー・エム取締役
（現任）

2022年10月 当社取締役執行役員（現任）

2023年５月　当社管理本部長（現任）

2024年３月 当社営業推進本部長

7,100株

　取締役候補者とした理由

永井英樹氏は、当社の幅広い業務に携わり、当社の主力事業における販売及び製品品
質管理並びに事業企画の面を牽引してまいりました。
また、人格、見識ともに優れており、同氏が担当部門の監督を行うのに適任であると
判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

４

こん

近　
どう

藤　
せい

誠　
じ

司

(1962年9月16日)

1986年４月 日本電気株式会社入社

2017年４月 同社　事業部長

2019年４月 NECプラットフォームズ株式会社

　　　　　　執行役員

2023年10月 当社入社

2024年３月 当社新規サービス事業推進本部長

2024年10月　当社取締役（現任）

2,000株

　取締役候補者とした理由

近藤誠司氏は、長年にわたって大手ベンダー企業にて情報通信及び電子機器分野に携
わっており、豊富な経験と幅広い知見を有しております。また、人格、見識ともに優
れていることから、当該知見を活かして新規サービス事業について取締役の職務執行
に対する監督、助言等いただくことを期待しており、引き続き取締役としての選任を
お願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

５

ジェイコブ　スー

Jacob J. Hsu
(1949年２月21日)

1978年９月 クァンテル・ビジネス・コンピュ
ータ社入社

1980年７月 モステック社入社

1982年４月 コントロール・データ社入社

1984年２月 フレキシブル・コンピュータ社
入社

1989年４月 インターフェーズ社マネジャー

1994年７月 ロックウェル・インターナショナ
ル社マネジャー

1998年４月 アスチュート・ネットワークス社
取締役

2005年３月 イネオクエスト社取締役

2019年10月　当社社外取締役（現任）

－

　社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

Jacob J. Hsu氏は、長年にわたって北米を中心に情報通信及び電子機器分野での活動
をしており、豊富な経験と幅広い知見を有しております。また、人格、見識ともに優
れていることから、当該知見を活かして特に海外事業について専門的な観点から取締
役の職務執行に対する監督、助言等いただくことを期待しており、引き続き社外取締
役としての選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．Jacob J. Hsu氏は、社外取締役候補者であります。当社は、同氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、同氏

の再任が承認された場合には、当社は同氏を引き続き独立役員とする予定でありま

す。

また、Jacob J. Hsu氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本

総会終結の時をもって、６年となります。

３．当社は、Jacob J. Hsu氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりません。

４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、当事業報告に記載のとおり

です。各取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者

に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容

での更新を予定しております。
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名 称 三優監査法人

主 た る

事 務 所

所 在 地

東京都新宿区西新宿１丁目24番１号

エステック情報ビル15階

沿 革

1986年10月　監査法人三優会計社設立

1996年１月　BDO Binder BV（現BDO International 

Limited）と 業務提携

1996年４月　三優監査法人に名称変更

概 要

構成人員　　　　　　　　　　 （2025年７月１日現在）

パートナー　　　　　　　　　　　　　　 50名

公認会計士　　　　　　　　　　　　　　147名

その他専門職員　　　　　　　　　　　　146名

その他事務職員　　　　　　　　　　　　 40名

　合　計　　　　　　　　　　　　　　　383名

関与会社数　　　　　　　　　　　　　　232社

第３号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時をもっ

て任期満了により退任されますので、監査役会の決定に基づき、新たに会計監査

人の選任をお願いするものであります。

　なお、監査役会が三優監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、監査品

質、独立性、監査体制、業界知識等を総合的に評価した結果、三優監査法人が当

社の会計監査人として適任と判断したためであります。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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　株主総会ご出席の株主様へのお土産は、とりやめさせていただいております。何卒ご理解

いただきますようお願い申し上げます。

会　場　ご　案　内　図

会　場 東京都立川市曙町二丁目14番16号

ホテルエミシア東京立川　４階　カルログランデ

TEL　042-525-1121（代表）

パーク
アベニュー

立川北駅前

曙橋 東橋

曙町2丁目 ホテルエミシア 東京立川

高島屋 コンビニ

コンビニ

グランデュオ南口

北口

ルミネ

JR立川駅

エキュート立川

羽田空港行
バス停

みずほ銀行

伊勢丹
三井
住友

三菱
UFJ

郵便局

ビック
カメラ

フロム
中武

ドン・キホーテ

成田空港行バス停

NTT
立川

立
川
通
り

北
口
大
通
り

多
摩
モ
ノ
レ
ー
ル

立
川
北
駅

立
川
南
駅

交通のご案内

　ＪＲ立川駅北口より徒歩約２分

　多摩モノレール立川北駅髙島屋方面改札口より徒歩約３分

＊駐車場の準備はいたしておりませんので、あらかじめご了承くださいますよう

お願い申し上げます。


